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 要  旨 
地震等の大規模災害が発生すると，安否確認等のため通信要求が急増する．普段携帯している携帯
電話は，いつ発生するかわからない災害時の通信手段として有効であるが，急増する通信要求に対し，
システム容量が限られているため輻輳状態になり，ほとんど使用できなくなってしまう．しかし，大
規模災害時における安否確認等は，通信したいという要求が強く，システム側が原因で接続されない
場合，通信出来るまで何度も接続を試みると考えられる．実際の通信要求呼数が少なくても，再呼が
何回も繰り返されるとシステムへの負荷が増加することを考えると，再呼を抑制することが有効な輻
輳対策となると考えられる．そこで，本論文では，東日本大震災時のトラヒックを参考にして，発生
呼量を一定とし，通信要求をしている端末の最大再呼回数を変化させ，再呼数や再呼を繰り返しても
最終的に通信出来なかった通信損失率などのトラヒック特性を，計算機シミュレーションにより評価
した．その結果，端末の最大再呼回数が多くなるほど，再呼数が増加し，通信損失率が下がることを
示した．また，端末の最大再呼回数が多くなると，少ない端末が端末のいわば接続要求回数の限界ま
で要求していて，システムに負荷をかけている状態となっていることを示した． 
このように，通信要求をしている端末が少なく再呼が多い状態で，システム容量を増加させると，
再呼が減少することによりシステムへの負荷が大きく減少すると考えられる．このことを，マルチビ
ーム衛星通信システムにおいて被災地をカバーするビームへ，通信需要の増加に従いダイナミックに
チャネルを割当てた場合の簡易なシミュレーションモデルにおいて評価した．その結果，最大再呼回
数が多い程，通信需要が急増するビームへの少ないチャネルの増加で，接続損失率や通信損失率，再
呼数や接続要求数を大きく減少させることが出来ることを示した． 
また，従来，再呼を考慮したトラヒック特性の理論解析では，再呼の間隔等が注目され，再呼確率
については，以前に何回再呼を行ったのか，どのくらい待たされたのかといった過去の状態が影響を
与えないマルコフ過程モデルが用いられていた．しかし，再呼確率は再呼事象の大きな要因であり，
災害が大規模である程大きいと考えられ，過去の再呼回数にも影響されると考えられる．そこで，再
呼確率に注目し，シミュレーションにより端末の再呼確率が平均再呼回数や通信損失率，平均接続待
ち時間に大きな影響を与えることを示した． 
これらの再呼によるトラヒック特性の知見を応用することで，災害時の携帯電話の輻輳に対して効
果的な対策ができるようになると期待される． 
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1. 序論 
携帯電話の日本での普及率は既に 100%を超え，統計上，1人につき 1台以上の割合
で携帯電話を保有していることになる．このように誰もが保有し，普段携帯している
携帯電話は予測できない地震等の災害時において有効な通信手段となる．実際，大規
模災害時には安否確認や救命活動等のため通信需要が急増するが，携帯電話のシステ
ム容量は限られているため，輻輳状態になりほとんど使用できなくなってしまう．  
 一方，大規模災害時における安否確認等は通信したいという欲求が強く，システム
側が原因で接続されない場合，通信出来るまで何度も接続を試みると考えられる．こ
のように，1 度接続要求が拒絶された場合に，そこで諦めず再度要求を試みる行動は
電話通信網の研究では「再呼」と呼ばれている．実際の通信要求が少なくても，再呼
が何回も繰り返されると通信システムへの負荷が増加することを考えると，再呼を抑
制することが有効な輻輳対策になると考えられる． 
 有効な輻輳対策として再呼を抑制するためには，発生呼量の中にどれくらい再呼が
含まれているのか等といったトラヒック状況を把握することが必要であると考えられ
る．しかし，心理面を含め多くの要因が関係するユーザの再呼行動は非常に複雑なた
め，再呼を含むシステムは解析が非常に難しく，その結果が数値解析に適していると
は限らない．そこでまず，東日本大震災時のトラヒックを参考に，発生呼量を一定と
し，通信要求をしている端末の最大再呼回数を変化させ，全体の再呼数や再呼を繰り
返しても最終的に通信出来なかった端末の割合である通信損失率等のトラヒック特性
を，計算機シミュレーションにより評価した． 
 その結果，端末の最大再呼回数が多くなるほど，再呼数が増加し，通信損失率が下
がることを示した．また，端末の最大再呼回数が多くなると，少ない端末が端末のい
わば接続要求回数の限界まで要求していて，通信システムに負荷をかけている状態と
なっていることを示した． 
このように，通信要求をしている端末が少なく再呼が多い状態でシステム容量を増
加させると，再呼が減少することによりシステムへの負荷が大きく減少すると考えら
れる．このことを，各ビームのトラヒック量に応じて可変にシステム容量を増大させ
ることが可能であるマルチビーム衛星通信システムを想定し，被災地をカバーするビ
ームへ通信需要の増加に従い，ダイナミックにチャネルを割当てた場合の簡易なシミ
ュレーションモデルにおいて評価する． 
 また，従来の再呼を考慮したトラヒック特性の理論解析では，再呼の間隔等が注目
され，再呼確率については，以前に何回再呼を行ったのか，どのくらい待たされたの
かといった過去の状態が影響を与えないマルコフ過程のモデルが用いられていた．し
かし，再呼確率は再呼事象の大きな要因であり，災害が大規模である程大きいと考え
られるし，過去の再呼回数にも影響されると考えられる．そこで，再呼確率に注目し，
シミュレーションにより，端末の再呼確率が平均再呼回数や通信損失率，平均接続待
ち時間等のトラヒック特性に与える影響を評価する． 
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 本論文では，第 1 章で研究の背景ならびに目的を述べる．第 2 章では携帯電話シス
テムの普及状況ならびに，災害時におけるトラヒック状況や災害対策について述べる．
また，災害時に多く発生すると考えられる再呼について取り上げる．第 3 章では東日
本大震災の発生呼量を参考に，再呼を考慮したトラヒック特性を計算機シミュレーシ
ョンにより求める．第 4 章では災害時に有効な通信手段であるマルチビーム衛星を用
いて，再呼が含まれたトラヒックに対してダイナミックにチャネルを割当てた場合を
想定した簡易なシミュレーションを行い，トラヒック特性を評価する．第 5 章では，
それまでの再呼の研究が，筆者の知る限り，再呼確率がマルコフ過程で扱われていた
ことに注目し，再呼確率を変更した場合，ならびに過去の再呼回数を考慮した非マル
コフ過程の段階変動モデルを提案し，計算機シミュレーションによりトラヒック特性
を求める．第 6 章を結論とし，本研究の成果ならびに今後の検討課題について述べる． 
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2. 携帯電話と大規模災害 
2.1 携帯電話の普及状況 
携帯電話とは，移動しながらの通信することが可能な移動通信システムである．国
内では 1979 年に自動車電話という形で初めて実用化された[1]．重量は約 7kg あり，料
金に関しても補償金のみで当時 20 万円という非常に高額なものであった．その後，車
外に持ち出すことが可能なショルダーフォンの導入，さらに小型，軽量化が進み
1.5GHz 帯を使用したシステム(PDC 方式携帯電話)の導入が順次行われ，近年ではタッ
チパネルで操作が行えるものや，PDA 機能を持つスマートフォンのような多機能携帯
電話が登場した．最新のスマートフォン端末の重量はわずか百数十グラムであり，料
金も数千円程度である．この様に，その利便性に加え，技術の進歩に伴う小型・軽量
化，並びに低価格化が進み，より人々が所持しやすい製品となっていった．この様な
背景から 1995 年以降に急速に普及が進み，平成 24 年度末で約 1 億 3 千万台，普及率
にすると 106.2%まで増加した (図 1)．100%を超えているのは，契約数で計算されて
いるために複数契約している者も含まれているからである． 
このように，お年寄りから子供まで，生活必需品として携帯電話を所持しているの
が現状である．このため，普段携帯している携帯電話はいつ発生するかわからない災
害時の通信手段として有効な連絡手段であると考えられる． 
0
20
40
60
80
100
120
0
2000
4000
6000
8000
10000
12000
14000
16000
1
9
8
8
1
9
8
9
1
9
9
0
1
9
9
1
1
9
9
2
1
9
9
3
1
9
9
4
1
9
9
5
1
9
9
6
1
9
9
7
1
9
9
8
1
9
9
9
2
0
0
0
2
0
0
1
2
0
0
2
2
0
0
3
2
0
0
4
2
0
0
5
2
0
0
6
2
0
0
7
2
0
0
8
2
0
0
9
2
0
1
0
2
0
1
1
2
0
1
2
普
及
率
[%
]
加
入
者
数
[万
加
入
]
年度
普及率
加入者数
図 1 携帯電話加入者数の推移[2] 
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2.2 災害時における携帯電話 
2.2.1 阪神・淡路大震災 
阪神・淡路大震災を引き起こした兵庫県南部地震(M7.2)は，1995 年 1 月 17 日 5 時
46 分，明石海峡付近を震源として発生，神戸-芦屋-西宮-宝塚と連なる都市部及び淡路
島の北淡町・一宮町・津名町などに大きな被害をもたらした．この地震による人的被
害は死者約 5000 名，負傷者約 4 万 1000 名，住宅被害は全半壊，一部損壊および焼失
合わせて約 20 万棟にも及ぶとされており，高速道路の横転，鉄道や道路の橋梁部での
橋桁の落下，大規模な液状化災害，さらには都市機能を支えるライフラインの断絶な
ど，大都市複合災害の様相を呈した[3]．これらの被害を最小限に抑えるために，自治
体等は災害の被害がどのくらい大きいか，あるいはどこにどのくらいの被害が出てい
るかをおおまかにでも迅速に把握することが重要である．また，被災者は，家族に負
傷者が出た場合の病院や消防への連絡，あるいは家族や知人への安否確認等を迅速に
行うべきであり，災害時において情報通信が非常に重要な役割を果たすと考えられる． 
 しかし，当時，震災の被災地域に 144 万加入あったといわれる固定電話は，交換機
の故障によって地震当日は約 28 万 5000 回線が不通になった．これは，交換機が備え
ていた蓄電池と，発電機によるバックアップが震災の揺れにより損壊したためである．
加えて，19 万 3000 回線の加入者系ケーブルが家屋の倒壊に伴う切断と火災による焼
失で，長いところでは 1 月末まで利用できなくなった． 
 一方，物理的障害を受けなかった固定電話システムも通信要求の急増により輻輳状
態になったため，一般回線はほとんど使用不可能になった．例えば，神戸市内では最
大で通常時の約 50 倍もの呼が発生した(図 2)．また，通常これらの輻輳は災害の全貌
が判明すると急速に収束に向かうが，阪神・淡路大震災では時間を追うごとに被害が
拡大していったため，全国各地から神戸への輻輳状態が解消したのは 1 月 22 日以降と
なった．これらの背景から，当時行われたアンケート調査(神戸市；700 人，西宮市；
500 人)では，「地震当日に自宅から電話した」という人が神戸市 34%，西宮市 48%だ
ったが，そのうち「すべて相手に通じた」人は神戸市で 10%，西宮市で 17%に過ぎず，
結果，固定電話の満足度は非常に低くなった[4]． 
 こうした状況の中，当時の携帯電話は契約数が少なく，基地局と端末間が無線で結
ばれているため，有線回線で問題となるケーブルの切断を免れたため非常に有効な連
絡手段として評価された． 
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図 2 全国→神戸 ZA(Zone Area)トラヒック状況[4] 
2.2.2 新潟県中越地震 
新潟県中越地震は 2004 年 10 月 23 日 17 時 56 分頃，マグニチュード 6.8，最大震度
7，新潟県中越地方を震源として発生した．地震活動はその後，同日 18 時 11 分，18
時 34 分，19 時 45 分，そして 10 月 27 日 10 時 40 分に，最大震度 6 弱または 6 強を観
測する地震が連続するなど，活発な余震活動を伴った．人的被害は死者 46 名，負傷者
約 4800 名，住宅被害は全半壊，一部損壊および焼失合わせて約 11 万棟となり，当時
としては阪神・淡路大震災に次ぐ被害となった[5]． 
 通信設備に関しては，阪神・淡路大震災での経験を踏まえ非常用バッテリーの構造
を転倒しにくくしたりしたため，震災直後は停電による影響はなかった．一方，ケー
ブルの配管はフレキシブル配管にするなどの揺れ対策を施したが，山間部では土砂崩
れなどで中継ケーブルが 6 カ所で切断され，山間部の山古志村等で 4450 回線が不通に
なった．しかし，主要中継ケーブルの方は切断されても、災害時に備えケーブルに冗
長性を持たせ 2 ルート化していたため大事には至らなかった．そのため，阪神・淡路
大震災と異なり，固定電話設備の被害は比較的軽微であった． 
 一方，物理的障害を受けなかった通信システムは，中越地方に対し固定電話システ
ムで最大で通常時の 50 倍，携帯電話システムで最大で通常時の 45 倍(図 3)の呼が発生
し，阪神・淡路大震災の時と同様に激しく輻輳した[6]．そのため，輻輳対策として，
通信規制が実施された．これは，災害時等に通信システムに対する接続要求が集中し，
システムの処理能力をオーバーする輻輳状態が発生した場合，大規模な通信障害に発
展することがあるため，それを防止するために通信事業者が通信を制限することであ
る．規制には大きく分けて 2 種類あり，通信規制は呼の流通量をゲートウェイや交換
機で制御することを，発信規制では端末が発信できないように制御することを意味し
ている．新潟県中越地震では固定電話システムで最大 75%の通信規制が，携帯電話シ
ステムで最大 87.5%の通信規制と最大 100%の発信規制が行われ[7]，非常に通信が難し
約50倍(ピーク時)
約20倍
約20倍(ピーク時)
約7倍 約6倍
1月17日
倍
率
1月19日1月18日
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い状態であったことが伺える．また，安否情報伝達手段として「災害用伝言ダイヤル」
が設置された．これは被災地内加入者の電話番号を手がかりに，留守番電話のような
仕組みで安否を伝える，一種のボイスメールである．伝言備蓄装置が全国 50 カ所に分
散して設置されており，災害時でも比較的余裕のある被災地から被災地外への発信回
線及び被災地外と被災地外の通信システムを利用するため輻輳時でも繋がりやすい．
当時，約 35 万件[8]の利用があったが，1 つの伝言につき 30 秒であること，伝言保存期
間が録音してから 48 時間以内であること，固定電話システム(IP 電話を含まない)のみ
でしか利用できないなどの条件があり，まだまだ十分利用されているとは言えない状
態であると考えられる． 
 こうした状況の中，携帯電話の通信設備では長期停電による基地局の停波が目立っ
た．例えば，NTT ドコモでは被災地域内約 160 局のうち，ケーブル切断では 20 局が
停波したのに対し，停電による停波は 34 局に上った[8]．これは，停電時には，移動電
源車や発電機を持ち込んだりして対応するが，被災したのが山間地域だったことで，
交通が遮断され，対応が遅れたためである．基地局のバッテリーは数時間しかもたな
いところが多く，バッテリーの強化が課題として考えられる．また，阪神・淡路大震
災では固定電話より繋がりやすかった携帯電話だが，急速に普及したこと，普段から
携帯しており，発生が予想できない地震では利用しやすい等の利便性から災害時の利
用が増加し，輻輳状態が悪化したために，音声通信の繋がりやすさは逆転した． 
図 3 新潟県中越地震前後の通信量の推移(NTT ドコモ)[6] 
 
2.2.3 東日本大震災(東北地方太平洋沖地震) 
平成 23 年 3 月 11 日 14 時 46 分，三陸沖を震源とするマグニチュード(M)9.0 の地震
が発生し，宮城県栗原市で震度 7，宮城県，福島県，茨城県，栃木県で震度 6 強など
10月23日 10月24日 10月25日
新潟発信(10月18日-20日)
新潟発信(10月23日-25日)
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広い範囲で強い揺れを観測するとともに，太平洋沿岸を中心に高い津波を観測し，特
に東北地方から関東地方の太平洋沿岸では大きな被害が生じた．M9.0 は，関東大震災
(1923 年)の M7.9 や昭和三陸地震(1933 年)の M8.4 を上回る日本国内観測史上最大であ
るとともに，世界的にみてもスマトラ島沖地震(2004 年)以来の規模で，1900 年以降で
は世界で 4 番目の規模となる． 
 この地震による人的被害は死者 15854 名，行方不明者 3276 名、負傷者 6023 名にも
のぼった．また，復興庁によると、震災後 3 年近く経過した平成 25 年 12 月の時点で，
約 27 万人[9]が避難生活を送っている(ピーク時約 47 万人)．これほど長時間が経過し
たのにもかかわらず，多くの避難者がいるのは，原子力発電所の放射性物質漏えい問
題が大きく影響していると考えられる．住宅被害は，全壊 128874 戸，半壊 245557 戸，
一部破損 679871 戸であった．この他，道路損壊 3918 箇所，橋梁被害 78 箇所，山崖
崩れ 205 箇所，堤防決壊 45 箇所，鉄軌道 29 箇所となっている． 
 固定電話システムの通信設備には地震や津波による，通信ビル(通信設備を設置する
ビル)自体・ビル内の設備の損壊・水没，中継伝送路(中距離伝送路)の切断，電柱の倒
壊，架空ケーブルの切断等の被害に加え，商用電源の途絶等が重なり，通信各社合計
で約 190 万回線のサービスが影響を受けた[10]．また，図 4 からわかるように，回線が
完全に復旧するまでに数日要した様子が伺える． 
一方，物理的被害を受けなかった固定電話システムでは全国から宮城県内宛に最大
で約 9 倍(図 5)の呼が発生し，阪神・淡路大震災で発生した 50 倍のトラヒックと比較
すると軽微であったが，最大 80%~90%の発信規制(図 6)が 3 月 22 日まで実施された． 
図 4 東日本大震災発生前後の不通回線数の推移[10] 
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図 5 東日本大震災発生前後の全国から宮城県内への発信呼数の推移[11] 
図 6 東日本大震災における最大発信規制率(固定電話システム) [10] 
  
一方，携帯電話システムでは，地震や津波による携帯電話基地局の倒壊・流失や、
光ファイバ等のエントランス回線(基地局と交換局を結ぶ回線)の故障・切断，商用電
源の途絶の長期化による非常用電源の枯渇により，通信各社合計で約 2 万 9 千の基地
局が停波した(図 7)．図 4 及び図 7 の大きな特徴として，災害発生直後は停電の影響が
大きく，その後 1 日近く経過してから不通回線数，停波基地局数の増加が目立つとい
うことが挙げられる．そのため，新潟県中越地震と同様，十分なバッテリー対策や，
基地局を必要としない通信，円滑な電力供給システムの開発等を早急に行う必要があ
ると考えられる． 
一方，物理的な被害を受けなかったシステムでは，最大で約 60 倍もの呼が発生し，
通信規制が行われたものの最大で 12.6 倍の呼が発生し，輻輳した(図 8)．発信規制は
最大 70~95%の規制(図 9)が実施されたが，それでも最大 12.6 倍の発呼が観測され，規
制は 3 月 17 日まで実施された[10]． 
 このような通信状況における電話のつながり具合をアンケートにより総務省が調査
した(図 10)．その結果，普段と変わりなくつながったという回答がわずか 12.9%にと
どまり，何度か掛けてやっとつながったが 47.1%，全くつながらなかったが 40.0%と
なり，非常につながりにくい状況であったことがわかる． 
 
〈最大発信規制値〉
NTT東 KDDI ソフトバンク
テレコム
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図 7 東日本大震災における携帯電話基地局の停波局数の推移[10] 
図 8 東日本大震災発生前後の東北地方における発生呼量の推移(NTT ドコモ)[12] 
図 9 東日本大震災における最大発信規制率(携帯電話システム) [10] 
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図 10 東日本大震災発生後の電話のつながり具合[13] 
 
2.3 災害時の携帯電話システムの輻輳対策 
2.3.1 通信規制 
 災害発生後の被害を最小限に抑えるために，国や自治体では災害の被害がどのくら
い大きいか，あるいはどこにどのくらいの被害が出ているかを迅速に把握することが
重要である．また，被災者では，家族に負傷者が出た場合の病院や消防への連絡，あ
るいは家族や知人への安否確認等といった連絡を迅速に行う必要があり，災害時にお
いて情報通信が非常に重要な役割を果たすと考えられる．しかし，上述したように災
害発生後には被災地域にトラヒックが集中し輻輳状態になって通信が困難になってし
まう．また，瞬間的にあまりにも大量の呼が発生すると，呼処理に必要な処理能力が
設備の処理能力をはるかに超え，一切の接続が不可能になってしまう． 
 これらの事態を回避し，輻輳時においても自治体等が用いる優先端末による発信や，
一刻を争う 110 番や 119 番等の緊急通報を行えるよう，一般のトラヒックを制御する
仕組みが通信規制である(図 11)．通信規制には基地局側で端末の発信を制限する発信
規制と交換機で被災地域宛の通信を規制する方法が採られている．NTT ドコモの第 3
世代通信方式である FOMA での発信規制は，端末にあらかじめ発信者 ID 割り付け，
10 個のグループ群に分割して管理できるようにし，発信規制のレベルに応じて一定の
時間ごとに発信可能となるグループ群を変化させている[14]． 
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図 11 通信規制の概要 
 
2.3.2 衛星通信システム 
衛星通信とは衛星局(宇宙局)を介する地球局間の通信の事である．最も基本的な衛
星通信システムは，信号を変調し電力を増幅させて電波を送る送信系，その電波を受
けて増幅し再び地上に向けて送信する衛星系，衛星からの電波を受けて元の信号に復
調する受信系の 3 つの要素から構成される(図 12)．送信局では，送信したい内容が含
まれた信号を衛星通信で用いる周波数に変調し，電波を長距離伝送するために電力増
幅器により電力を増幅し，衛星局へ送信する．衛星局では地上から受信した信号を地
上に向けて送信する周波数に変換し，必要な電力値に増幅して地上に向けて送信する．
衛星局はその機能から別名「中継器」とも呼ばれる．受信局では低雑音増幅器により，
衛星局からの微弱な電波が雑音に埋もれないよう増幅し，復調して信号を得る．また，
衛星通信では地上から衛星向けのルートを「アップリンク」，反対に衛星から地上向け
のルートを「ダウンリンク」と呼ぶ． 
衛星通信の特徴として，広域なサービスエリアを持っている事，離島や僻地，砂漠
や山岳地帯など地理的障害に左右されない回線設定が可能な事，通信対地間には宇宙
空間にある衛星による中継点のみであるので地震など地上の災害に強い事，広域に分
布した多数の地上局で共同利用し，その回線使用効率を向上させる多元接続が可能な
事，多元接続方式の適用により複数の地上局が同時に衛星に接続され，これらの回線
基地局
交換機
基地局
交換機
他の地域からの安否
確認・見舞い電話輻輳発生
輻輳発生
発信規制
交換機による規
制
災害発生
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制御により通信量の場所的，時間的変動に対して柔軟性のある回線構成が可能な事，
地上局を設置するだけで通信回線が設定できるため，広い地域に渡る通信網の建設が
比較的短期間でできる事等がある．これらの特性から，災害時においては停波した基
地局が多い地域で柔軟に運用したり，避難所など，人口密度が高くなる地域で運用し
たりすることで，より多くの通信が行えるようになると考えられる． 
一方で，非常に大きい衛星通信専用の端末が必要であり，通信を行うための手順が
普段利用している携帯電話と異なることや，携帯電話システムの基地局同様，長期停
電時の地球局のバッテリー対策などが課題として挙げられる． 
図 12 衛星通信の概要[15] 
一方，情報通信機構(NICT)では，地上/衛星共用携帯電話システム(Satellite/Terrestrial 
Integrated Mobile Communication System: STICS)というシステムが検討されている
[16]-[18]．STICS の概念図を図 13 に，主要諸元を表 1 に示す．STICS は，平常時には山
岳地域や沿海域等の携帯電話不感地帯でのデジタルデバイド対策として，また，災害
時には住民等への適切な災害情報の伝達や迅速な救助活動等に不可欠な情報通信イン
フラとして利用可能なシステムである．従来の衛星通信システムでは衛星系と地上系
でそれぞれ専門の端末に，専門の周波数が割り当てられていたのに対し，STICS では 
地上系と衛星系で同一の周波数帯を利用し，両通信系にアクセス可能なシステムの研
究開発が進められている．通信に用いる共用端末ではユーザが状況に合わせて柔軟に
地上系と衛星系にアクセス可能である．また，共用端末の小型・軽量化のために，衛
星系では開口径 30m 級の大型のアンテナを静止衛星に搭載し，100 ビームクラスの高
い指向性を持った衛星ビームを構成する． 
また，災害時では被災地に対して局所的にトラヒックが集中することが想定される．
このような状況においても柔軟に周波数リソースの有効活用を行うために，STICS で
は衛星ビームのトラヒック量に応じて可変にシステム容量を増加させることが可能な
リソース最適化装置の開発も進められている[17]．これらのことから災害時に非常に有
効な通信手段であると考えられる． 
ダウンリンク
アップリンク
送信
装置
端局
装置
変調
装置
受信
装置
端局
装置
復調
装置
地球局 地球局
衛生局(宇宙局)
国内伝送路へ国内伝送路から
標準疑似回路
13 
 
 
図 13  STICS 概念図[18] 
表 1  STICS 諸元[18] 
 
2.3.3 その他の輻輳対策 
音声通信の輻輳対策として通信時間制限[19][20]，非常時マルチシステムアクセス
(EMSA：Emergency Multi-System Access)[21] 等が研究されている．携帯電話システムの
トラヒックは「単位時間当たりの呼数」×「平均保留時間」により決定される．前述
した通信規制は「単位時間当たりの呼数」を制御しトラヒックを制御したが，通信時
間制限では，平均保留時間を制御することによってトラヒックを制御する． 
通信時間制限の性能としては，1 セル当たりのチャネル数を 10 とし，呼量を
5.6[erl/cell](通信時間制限を行わないで呼損率が 3%になる状態)から 5 倍の 28[erl/cell]，
10 倍の 56[erl/cell]とした場合，それぞれ 59%，77%になった呼損率が，通信制限時間
を 26.5 秒，12.5 秒にすることで元と同じ 3%にまで抑えられるという報告がある．こ
項目 内容
サービス
携帯端末による音声通信
可搬端末によるデータ通信
通信速度
音声：10kbit/s程度
データ：64kbit/s～10Mbit/s
地上/衛星共用方式
周波数共用方式
周波数分離方式
ネットワークトポロジー
スター型
メッシュ型
周波数
サービスリンク
MSS 周波数上り：1980～2010MHｚ
MSS 周波数下り：2170～2200MHｚ
フィーダリンク Ku：上り 14GHz/下り 12GHz
サービスエリア 日本，周辺海域及びアジア諸国
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れにより一人当たりの通信時間は短く制限されるが，限りある通信資源をより多くの
人で分け合って利用することが可能となる．しかし，安否確認に必要な通信時間が人
により異なることや，システム側で通信を強制切断してしまうため，何らかの方法で
そのタイミングをユーザに案内する必要があるなどといった課題がある． 
EMSA はキャリアに依存しない通信の利用を目的としている．具体的には，災害時
にあるキャリアの基地局が停波あるいは輻輳状態で利用できない場合，別のキャリア
の基地局に対してアクセスを可能とするものである．実際に，東日本大震災時にイー
モバイルが発信規制を一切行わなかったことを考慮すると，非常に有用な輻輳対策で
あると考えられる．しかし，周波数の異なるキャリアを利用するためにはコグニティ
ブ無線(ソフトウェア無線)などの技術的な課題や，事業者は本来，契約しているユー
ザを考慮して通信網を提供すべきであり，非常時であるとはいえ，EMSA を行うこと
には社会的な課題がある． 
2.4 再呼 
2.4.1 再呼 
2.2 節で述べたように，災害発生後は安否確認や救命活動のために通信要求が急増し，
携帯電話ネットワークが輻輳し，通信することが難しくなる．しかし，災害後の安否
確認等は通信したいという要求が強く，通信出来なかった場合も，再度接続を試みる
と考えられる．このように 1 度接続要求が拒絶された場合にそこで諦めず再度要求を
試みる行動は電話通信網の研究で「再呼」と呼ばれている．実際の通信要求が少なく
ても，再呼が何回も繰り返されると通信システムへの負荷が増加するため，再呼を抑
制することが有効な輻輳対策となる． 
 有効な輻輳対策として再呼を抑制するためには，発生呼量の中にどれくらい再呼が
含まれているのか，どれくらいの時間間隔で再呼が行われるのかといった発生メカニ
ズムを解明することが必要であると考えられる(図 14)．そのため，文献[22]では東日
本大震災時の発生呼量(図 8)と，当時の通信状況のアンケート結果(図 15)-(図 17)を基
に，実際の通信要求と再呼数の識別を試みている．アンケートは東日本大震災発生当
日，14 時 46 分から 24 時までの時間帯において，東京 23 区内に居合わせ，携帯電話(含
むスマートフォン)により音声通話を利用した 10代から 60代までの不特定多数の男女
を対象に行われたものである．調査時期は 2011 年 11 月 11 日から 2011 年 11 月 13 日，
サンプル数 100 名である．また，アンケート結果のタイプ 1 は普段よく電話を掛けて
いる相手に対し初めて電話を掛けた時刻を，タイプ 2 は普段は殆ど電話をしない相手
に対し初めて電話を掛けた時刻を，タイプ 3 はタイプ 1，タイプ 2 において同じ相手
に繰り返し電話を掛けたそれぞれの時刻，すなわち再呼を表している． 
15 
 
 アンケート結果からわかるように，災害直後にタイプ 1，タイプ 2 に関わらず，通
信要求が急増した様子が伺える．また，発生呼量が最も多い 15 時台に通信要求の内ど
れくらいが再呼したのか(再呼率)を図 15-図 17 から概算すると 0.82 となり，非常に再
呼が多いことが分かった． 
図 14 災害時の通信状況イメージ 
図 15 タイプ 1 における時刻と比率の関係[22] 
図 16 タイプ 2 における時刻と比率の関係[22] 
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図 17 タイプ 3 における時刻と比率の関係[22] 
2.4.2 再呼モデル 
再呼を含むシステムの解析は，再呼行動がユーザの心理面を含め多くの要因が関係
するため非常に複雑である．筆者の知る限り，多くの研究で呼の到着に対してサーバ
である基地局に空いているチャネル(サーバ)がなければ，損失となって系外に消えて
いく即時式システムのモデルに，再呼待ち室という待ち行列を用いて再呼事象を表わ
す再呼モデルが多く用いられている(図 18)．呼はパラメータλのポアソン過程に従っ
て到着する．生起呼(通信要求)および再呼は全話中もしくはサービス不能状態の場合，
再呼確率αで再呼を行う．(1－α)の割合で呼は再呼しないで系から去るものとする．
再呼は平均再呼間隔 1/γをもって到着する．その間，呼は再呼待ち室に滞留するもの
とし，再呼待ち室容量は再呼が選択されても再呼が出来ない状態が起こるのを避ける
ため十分大きな値にする必要がある． 
図 18 再呼モデル[22]-[25] 
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ネルがある？
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No.
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再呼？
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2.5 むすび 
携帯電話の普及と災害時における役割について概説した．1995 年 1 月 17 日に発生
した阪神・淡路大震災，2004 年 10 月 23 日に発生した新潟県中越地震，及び 2011 年 3
月 11 日に発生した東日本大震災を例に，大震災発生時の携帯電話システムの状況を述
べた．そして，携帯電話システムにおいて，災害時の輻輳対策や通信確保のためにど
のようなことが行なわれているのかを示した．最後に，ネットワークの輻輳を悪化さ
せる原因として再呼について，その概要と，東日本大震災時の発生呼量を基にした研
究から，その推定量を述べた．そして，多くの研究で利用されている再呼モデルにつ
いて紹介した． 
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3. 大規模災害時における最大再呼回数を考慮した携帯電話ネットワーク
における諸特性評価 
3.1 概要 
地震等の大規模災害が発生すると，安否確認等のため通信要求が急増する．普段携
帯している携帯電話は，いつ発生するかわからない災害時の通信手段として有効であ
るが，急増する通信要求に対しシステム容量が限られているため輻輳状態になり，ほ
とんど使用できなくなってしまう．しかし，大規模災害時における安否確認等は，通
信したいという要求が強く，システム側が原因で接続されない場合，通信出来るまで
何度も接続を試みると考えられる．実際の通信要求呼数が少なくても，再呼が何回も
繰り返されるとシステムへの負荷が増加することを考えると，再呼を抑制することが
有効な輻輳対策となると考えられる． 
有効な輻輳対策として再呼を抑制するためには，発生呼量の中にどれくらい再呼が
含まれているのか，どれくらいの時間間隔で再呼が行われるのかといった発生メカニ
ズムを解明することが必要である．しかし，心理面を含め多くの要因が関係する再呼
行動は非常に複雑であり，再呼を含むシステムの解析は非常に困難である．そこで本
章では，端末の最大再呼回数に注目し，東日本大震災時のトラヒックを参考に，再呼
を考慮した携帯電話ネットワークのトラヒック特性を計算機シミュレーションにより
求め考察する． 
 
3.2 シミュレーションモデルと条件 
3.2.1 呼接続フローチャート 
図 19 に呼接続フローチャートを示す．通信要求が発生すると，受信レベルが最も高
い基地局を選択し，接続要求を行う．当該基地局に空きチャネルがあれば通信開始と
なるが，空きチャネルがなかった場合は接続損失となる．接続損失となった端末は端
末の再呼回数が最大再呼回数になっていなければ Tr 秒後に再呼を行う．端末の再呼
回数が最大再呼回数を超えた場合は，それ以上再呼を繰り返すことはせず，この通信
要求は最終的に通信出来なかった要求として通信損失とした． 
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図 19 呼接続フローチャート 
 
3.2.2 サービスエリア構成  
図 20 にサービスエリア構成を示す．サービスエリアはセル半径 1 ㎞で 37 個の正
六角セルにより構成した．また，道路寸断等が発生する大規模災害時では端末はほぼ
移動できないため，端末は静止状態であると仮定した．接続要求はサービスエリア内
で一様に発生し，統計データの収集は中央の 1 セルのみで行った． 
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端末の再呼回数<
最大再呼回数 
通信開始 
終了 
端末の再呼回数+1 
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図 20 サービスエリア構成 
 
3.2.3 シミュレーション条件 
各セルのチャネル数は 10 チャネルとし，伝搬損失モデルは ARIB の Vehicular モ
デル[26]を参考とした．基本となる生起呼量は接続損失率が 3%になるよう 5.53[erl/cell]
とし，前述の東日本大震災の例を参考にして，基本生起呼量の 12.6 倍の 69.68[erl/cell]
の呼量を生起させた．保留時間は平均 120 秒の指数分布に従うものとした．また，再
呼間隔は 3～60 秒の一様分布に従うものとし，最大再呼回数は 0～20 回の間で変化
させた． 
表 2 主なシミュレーション条件 
 
 
 
チャネル数[チャネル/cell] 10
伝搬損失モデル Vehicularモデル(ARIB)
基本生起呼量[erl/cell] 5.53
生起呼量[erl/cell] 69.68
保留時間 平均120秒の指数分布に従う
再呼間隔 3～60秒の一様分布に従う
最大再呼回数 0,1,2,3,4,5,7,9,10,12,15,18,20
1km 
統計エリア 
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3.3 結果と考察 
最大再呼回数に対する接続要求数と通信要求数及び接続成功数特性を図 21 に，最大
再呼回数に対する再呼数の特性を図 22 に，接続損失率と通信損失率の特性を図 23，
図 24 に示す． 
 図 21 より，呼量を基本生起呼量の 12.6 倍とするために，最大再呼回数の増加に伴
い接続要求数を調節し減少させたため，接続要求数はほぼ一定となる．また，最大再
呼回数が 10 回と多い時，通信要求数の 52982 の内 41824 が接続成功数となっていて，
率にすると 80.5%になっている．これは，少ない端末が端末のいわば接続要求回数の
限界まで要求をしていて，システムに負荷をかけている状態となっていることを示し
ている．このような通信要求をしている端末が少なく再呼が多い状態は，システムの
容量を増加させたり，通信時間制限[19][20]により通信できる呼を増加させたりすると，
再呼数が大きく減少し，システムへの負荷が大きく減少すると考えられる． 
図 21 最大再呼回数に対する接続要求数と 
通信要求数及び接続成功数特性 
 
図 22 より，再呼数は最大再呼回数が増加するにつれ端末が何回も再呼を繰り返すこ
とになるので増加する．特に最大再呼回数が 5 回までは再呼回数が急激に増加する． 
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図 22 最大再呼回数に対する再呼数特性 
  
 図 23 より，接続損失率は，接続要求数がほぼ一定のためほぼ一定となり，チャネル
数に対して接続要求数が多いため 86.1%と非常に高い値となり，輻輳状態となってい
ることがわかる． 
図 23 最大再呼回数に対する接続損失率特性 
 
 図 24 より，再呼を繰り返して最終的に通信が出来なかった通信損失率は，最大再呼
回数が増加するにつて接続される機会が多くなるため減少する． 
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図 24 最大再呼回数に対する通信損失率特性 
 
3.4 むすび 
 本章では，大規模災害時に再呼を抑制することが有効な輻輳対策となることを述べ，
そのためには，発生呼量の中にどれくらい再呼が含まれているのか，どれくらいの時
間間隔で再呼が行われるのかといった発生メカニズムを解明することが必要であると
述べた．そして，東日本大震災時のトラヒックを参考に，発生呼量を一定にして，通
信要求をしている端末の最大再呼回数を変化させた場合のトラヒック特性を計算機シ
ミュレーションにより求めた． 
 その結果，端末の最大再呼回数が多くなると，少ない端末が多くの再呼を繰り返し
再呼が多くなるが，通信損失率が低くなることを示した． 
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4. 大規模災害時における再呼を考慮したダイナミックリソース制御への
応用と諸特性 
4.1 概要 
3 章で行ったシミュレーションでは，携帯電話ネットワークを対象に，東日本大震
災時の発生呼量を参考にして，通信要求をしている端末の最大再呼回数を変化させた
場合のトラヒック特性を求めた．その結果，最大再呼回数が多くなると，少ない端末
が多くの再呼を繰り返し再呼が多くなる状況が発生することを示した． 
そこで本章では，最初に災害時に有効な通信システムである衛星通信システムにお
いて，3 章と同様に東日本大震災時の発生呼量を参考に，再呼を考慮した場合のトラ
ヒック特性を計算機シミュレーションにより求める．次に衛星ビームのトラヒック量
に応じて可変にシステム容量を増加させることが可能なマルチビーム衛星通信システ
ムにおいて，被災地をカバーするビームへ，通信需要の増加に従いダイナミックにチ
ャネルを割当てた場合に，端末が再呼する最大再呼回数が多い状態では，どのような
トラヒック特性を示すのか， 簡易なモデルを用いて計算機シミュレーションにより評
価する． 
 
4.2 シミュレーションモデルと条件 
4.2.1 呼接続フローチャート 
図 25 に呼接続フローチャートを示す．通信要求が発生すると衛星に通信要求を行う．
端末が存在するビームに空きチャネルがあれば通信開始となるが，空きチャネルがな
い場合は接続損失となる．接続損失となった端末は，端末の再呼が，端末の再呼回数
が最大再呼回数になっていなければ Tr 秒後に再呼を行う．端末の再呼回数が最大再呼
回数を超える場合は，それ以上再呼は繰り返さず，この通信要求は通信損失とした． 
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図 25 呼接続フローチャート 
4.2.2 サービスエリア構成 
 図 26 にサービスエリア構成を示す．サービスエリアはビーム半径 100km の，7 個の
六角形セルで構成し，ビーム 1 がカバーする中心の 1 セルのみで呼を発生させた．ビ
ーム 1 のセルが被災地であることを想定し，ビーム 1 の呼数を増加させた．ビーム 1
のチャネルを増加させない場合と，ビーム 1 のチャネルを増加させる場合のシミュレ
ーションを行った． 
図 26 サービスエリア構成 
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4.2.3 シミュレーション条件 
 表 3 に主なシミュレーション条件を示す．衛星システムの使用周波数帯域幅は，
IMT-2000 で 移 動 体 衛 星 通 信 サ ー ビ ス (MSS) に 上 り (1980~2010MHz)/ 下 り
(2170~2200MHz)の各 30MHz が割り当てられているのを踏まえて，30MHz とした．7
つのビームが一つのクラスタを形成させるとして，1 ビーム当たりの帯域幅は約
4.3MHz(30÷7)とした．音声通信を仮定して 1 チャネルの帯域幅は約 10kHz としたの
で，1 つのビームのチャネル数は 400 チャネルを基本とした．マルチビーム衛星の通
信リソースの割当てについては，衛星の太陽電池などにより定まる送信電力容量，周
波数帯域，ビーム間干渉などを考慮する必要があるが，ここでは単純に特定の周波数
帯域をチャネルとして割り当てることのみとした．ビーム 1 のチャネル数を変動させ
る場合は，400 チャネルから段階的に最大 2500 チャネルまで変化させた． 
 呼量については，基本生起呼量を，自治体衛星通信システム[27]の例を参考に，呼損
率が 0.1%になるように 353.0[erl/ビーム]とし，前述の東日本大震災の例を参考にして，
基本生起呼量の 12.6 倍の 4447.7[erl/ビーム]の呼量を発生させた．呼の保留時間は平均
120 秒の指数分布に従うものとした．また，再呼間隔 Tr は 3~60 秒の間の一様分布に
従うものとし，最大再呼回数は 0~20 回の間で変化させた． 
 
表 3 主なシミュレーション条件 
 
4.2.3 結果と考察 
 ここでは，4.2.3.1 にビーム 1 のチャネル数を一定とした場合の最大再呼回数に対す
る特性を，4.2.3.2 にビーム 1 のチャネル数を増加させた場合のチャネル数に対する特
性をシミュレーションした結果及び考察を述べる． 
 
4.2.3.1 ビーム 1 のチャネル数を一定とした場合 
最大再呼回数に対する接続要求数と通信要求数及び最終的に接続が成功した接続成
功数の特性を図 27 に，最大再呼回数に対する再呼数の特性を図 28 に，接続損失率と
通信損失率の特性を図 29，図 30 に示す． 
図 27 より呼量を基本生起呼量の 12.6 倍とし，最大再呼回数の増加に伴い通信要求
ビーム半径[km] 100
ビーム数 7
ビーム1のチャネル数 400,550,…,2350,2500
基本生起呼量[erl/ビーム] 353.0(呼損率0.1%)
生起呼量[erl/ビーム] 4447.7(基本生起呼量の12.6倍)
保留時間[sec.] 平均120秒の指数分布に従う
再呼間隔Tr[sec.] 3～60秒の一様分布に従う
最大再呼回数 0,1,2,3,4,5,7,9,10,12,15,18,20
27 
 
数を調節して減少させたため，接続要求数はほぼ一定となる．最大再呼回数が 10 回と
大きい時，通信要求数の約 223 万の内約 144 万が接続成功数となっていて，率にする
と約 65%になっている．これは，少ない端末が端末のいわば接続要求回数の限界まで
要求をしていて，システムに負荷をかけている状態となっていることを示している． 
 
図 27 最大再呼回数に対する接続要求数と 
通信要求数及び接続成功数特性 
 
図 28 より，再呼数は最大再呼回数が増加するにつれ端末が何回も再呼を繰り返すこ
とになるので増加する．特に，最大再呼回数が 5 回までは再呼回数が急激に増加する． 
図 28 最大再呼回数に対する再呼数特性 
図 29 より，接続損失率は，接続要求数がほぼ一定のため，ほぼ一定となり，チャネ
ル数に対して接続要求数が多いため 91.0 %と非常に高い値となり輻輳状態となった． 
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図 29 最大再呼回数に対する接続損失率特性 
 
図 30 より，再呼を繰り返しても最終的に通信が出来なかった通信損失率は，最大再
呼回数が増加するにつれ接続される機会が多くなるため減少する．これらの特性は，3
章で述べた地上の携帯電話システムを想定したシミュレーションモデルでの結果と同
様なものとなった． 
 
図 30 最大再呼回数に対する通信損失率特性 
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4.2.3.2 ビーム 1 のチャネル数を変動させた場合 
図 31 にビーム 1 のチャネル数に対する通信要求数特性を，図 32 にビーム 1 のチャネ
ル数に対する接続成功数特性，図 33~図 36 までそれぞれビーム 1 のチャネル数に対す
る接続損失率特性，通信損失率特性，再呼数特性，接続要求数特性を示す．  
 図 31 より，ビーム 1 の呼量は通常時の 12.6 倍で一定になるように通信要求数を調
節したので，最大再呼回数が多くなると通信要求数が減少しているが，ビーム 1 のチ
ャネル数が増加しても通信要求数は変化しない． 
図 31 ビーム 1 のチャネル数に対する通信要求数特性 
 
 図 32 より，接続成功数はビーム 1 のチャネル数が増加するにつれ増加していく． 
図 32 ビーム 1 のチャネル数に対する接続成功数特性 
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図 33，図 34 より，接続損失率と通信損失率はビーム 1 のチャネルが増加するにつ
れて減少する． 
最大再呼回数が 1 回の時は 400 チャネルから約 6.3 倍の 2500 チャネルまで増加させ
ないと接続損失率が 0 にならないが，最大再呼回数が 10 回の時は 400 チャネルから約
1.8 倍の 700 チャネルで接続損失率を 0 にすることが出来る．同様に，最大再呼回数が
1 回の時は 400 チャネルから約 5.9 倍の 2350 チャネルまで増加させないと通信損失率
は 0 にならないが，最大再呼回数が 10 回の時は約 1.8 倍の 700 チャネルで通信損失率
を 0 にすることが出来る．この様に，最大再呼回数が多い程，少ないチャネル数の増
加で接続損失率や通信損失率を 0 にすることが出来る． 
 
 
図 33 ビーム 1 のチャネル数に対する接続損失率特性 
 
図 34 ビーム 1 のチャネル数に対する通信損失率特性 
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 図 35，図 36 より，システムへの負荷となる再呼数や接続要求数についても最大再
呼回数が多い程，少ないチャネル数の増加で少なくなることがわかる． 
 
図 35 ビーム 1 のチャネル数に対する再呼数特性 
図 36 ビーム 1 のチャネル数に対する接続要求数特性 
4.3 むすび 
本章では，初めに災害時に有効な通信システムである衛星通信システムにおいて，
東日本大震災時の発生呼量を参考に再呼を考慮したトラヒック特性を計算機シミュレ
ーションにより求めた．その結果，3 章で述べた地上の携帯電話システムを想定した
シミュレーションモデルでの結果と同様なものとなった． 
次に衛星ビームのトラヒック量に応じて可変にシステム容量を増加させることが可
能な，マルチビーム衛星通信システムにおいて被災地をカバーするビームへ，通信需
要の増加に従いダイナミックにチャネルを割当てた場合に，端末が再呼する最大再呼
回数が多い状態では，どのようなトラヒック特性を示すのか， 簡易なモデルを用いて
計算機シミュレーションにより評価した．その結果，最大再呼回数が多い程，少ない
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チャネル数の増加で接続損失率や通信損失率を 0 にすることが出来，システムへの負
荷となる再呼数や接続要求数についても最大再呼回数が多い程，少ないチャネル数の
増加で少なくなることを示した． 
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5. 大規模災害時における再呼確率を考慮した携帯電話ネットワークにお
ける諸特性評価 
5.1 概要 
従来の再呼を考慮したトラヒック特性の理論解析[23]-[25]では，再呼の間隔等が注目さ
れ，再呼確率については，以前に何回再呼を行ったのか，どれくらい待たされたのか
といった過去の状態が影響を与えないマルコフ過程モデルが用いられていた．しかし，
再呼確率は再呼事象の大きな要因であり，災害が大規模である程大きいと考えられる
し，過去の再呼回数にも影響されると考えられる．そこで，本章では再呼確率に注目
し，東日本大震災時の発信規制後のトラヒック状態を参考に，再呼確率が平均再呼回
数や通信損失率，平均待ち時間のトラヒック特性に与える影響を計算機シミュレーシ
ョンにより調べる．また，過去の再呼回数によって再呼確率が段階的に変化する非マ
ルコフ過程モデル(段階変動モデル)も一例として提案し，マルコフ過程に従った場合
と比較した結果を述べる．  
 
5.2 シミュレーションモデルと条件 
5.2.1 再呼モデル 
図 37 に再呼モデルを示す．ポアソン過程に従って通信要求が到着(発生)すると，
サーバである基地局に空きチャネルがあれば通信開始とする．空きチャネルがなかっ
た場合は接続損失となり，再呼を選択(再呼確率α)する場合は再呼待ち室に入り再呼
を行う．再呼間隔は，平均再呼間隔 1/γの指数分布に従うものとする．再呼をしない
と選択した端末は系外へ退去し通信要求が満たされず終了(通信損失)となる．再呼確
率モデルについては再呼確率αが再呼回数に依存せず一定であるポアソン過程モデル
と，提案する段階変動モデルを用いた． 
34 
 
図 37 再呼モデル 
 
 図 38 に各再呼確率モデルの再呼回数に対する累積確率の推移を示す．マルコフ過程
モデルにおいては再呼回数に関係なく一定の確率で再呼を行うため，再呼回数が増加
するにつれてその確率は幾何級数的に減少する．一方，提案の段階変動モデルは，初
めに再呼する確率は高く(α=0.82)，2 回目以降 5 回目までは必ず再呼する(α=1.0)．そ
して，6 回目から半分以上減少し(α=0.3，0.4)，11 回目からはほとんど再呼しない(α
=0.1)ものとした．これは，大規模災害時ではほとんどの人が 5 回位までは再呼し続け
るが，6 回目以上になると再呼を半分以上の人が諦め，連続して 10 回以上再呼をする
人は，ほとんどいないのではないかと考えたためである． 
 
図 38 各再呼確率モデルにおける再呼累積確率 
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5.2.2 シミュレーション条件 
表 4 に主なシミュレーション条件を示す．システムのチャネル数は 400 チャネルと
し，基本生起呼量は呼損率が 0.1%になるよう 353.0[erl]とした．東日本大震災時の発
信規制後の発生呼量で，再呼確率が変化した時の特性を調べるため呼量を基本生起呼
量の 12.6 倍の 4447.7[erl]とし，再呼確率の増加に伴い通信要求数を調節して減少させ，
接続要求数をほぼ一定とした．呼の保留時間は平均 120 秒の指数分布に従うものとし
た．また，再呼間隔は平均 15 秒の指数分布に従うものとした．再呼待ち室容量は再呼
が選択されても再呼が出来ない状態が起こるのを避けるため十分大きな値とした．再
呼確率はマルコフ過程モデルで 0.5，0.8，0.9，1.0 とした．段階変動モデルでは，2.4.1
項で述べた文献[22]の東日本大震災後のアンケート結果を参考に初回の再呼確率を
0.82 とし，その後の再呼確率は表のようにした． 
表 4 主なシミュレーション条件 
 
5.3 結果と考察 
各再呼モデルに対する平均再呼回数の特性を図39に，通信損失率の特性を図40に，
各再呼モデルに対する平均接続待ち時間の特性を図 41 に示す． 
 図 39 より，平均再呼回数は再呼確率が増加するにつれ端末が何度も再呼を繰り返す
ことになるので増加する．必ず再呼する再呼確率 1.0 の時と比べ再呼確率 0.9 の時は大
きく減少している．また，再呼確率 0.5 の時に平均再呼回数は約 1 回と再呼が非常に
少ない状態であることがわかる．段階変動モデルの平均再呼回数は平均確率 0.8 と 0.9
の中程の値となった． 
 
 
 
 
 
 
チャネル数 400
基本生起呼量 353.0(呼損率0.1%になる呼量)
生起呼量 4447.7(基本生起呼量の12.6倍)
保留時間[sec.] 平均120秒の指数分布に従う
再呼間隔[sec.] 平均15秒の指数分布に従う
再呼待ち室容量 1000
マルコフ過程モデルα 0.5，0.8，0.9，1.0
再呼回数 1回目 2～5回目 6回目 7～10回目 11回目 12回目～
段階変動モデル1α 0.82 1.0 0.3 1.0 0.1 1.0
段階変動モデル2α 0.82 1.0 0.4 1.0 0.1 1.0
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図 39 各再呼確率モデルに対する平均再呼回数 
 
 図 40 より，通信損失率は再呼確率が増加する程低くなっている．これは再呼確率が
高いと，端末が通信要求する機会が多くなり，何回か再呼した後に通信が成功するこ
とが多くなるためであると考えられる．再呼確率が 1.0 の時は，接続成功するまで再
呼し続けるので，通信損失率は零となった． 
図 40 各再呼確率モデルに対する通信損失率 
 図 41 より，平均接続待ち時間は再呼確率が増加するにつれ長くなる．これは，再呼
確率が増加すると再呼が多くなることで輻輳が増し，接続損失となる呼が多く，なか
なか接続出来ない状態になっているためであると考えられる．また，マルコフ過程モ
デルでは通信成功端末と通信失敗端末の平均接続待ち時間にほとんど差がないのに対
し，段階変動モデルでは有意な差が表れている．これは，段階変動モデルでは再呼確
率が大きく減少する6回目と11回目の比較的大きい再呼回数で多くの端末が系外へ退
去し通信損失となるためであると考えられる． 
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図 41 各再呼確率モデルに対する平均待ち時間 
 
 
5.4 むすび 
 本章では，従来の再呼を考慮したトラヒック特性の理論解析[23]-[25]で過去の状態が影
響を与えないマルコフ過程モデルが再呼確率に用いられていたのに対し，再呼確率は
再呼事象の大きな要因であり，災害が大規模である程大きく，過去の再呼回数にも影
響されると考えた．そのため，東日本大震災時の発生呼量を参考に，端末の再呼確率
に注目し，計算機シミュレーションによりトラヒック特性を評価した． 
その結果，端末の再呼確率が平均再呼回数や通信損失率，平均接続待ち時間，平均
再呼回数のトラヒック特性に大きな影響を与えることを示した． 
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6. 結論 
携帯電話システムにおいて，地震等の大規模災害が発生すると安否確認等のため通
信要求が急増し，輻輳状態になるためほとんど通信出来なくなる．しかし，災害時の
安否確認等は通信したいという要求が強く，システム側が原因で接続されない場合，
通信出来るまで何度も接続を試みると考えられる．実際の通信要求呼数が少なくても，
再呼が何回も繰り返されるとシステムへの負荷が増加することを考えると，再呼を抑
制することが有効な輻輳対策となると考えられる． 
有効な輻輳対策として再呼を抑制するためには，発生呼量の中にどれくらい再呼が
含まれているのか，どれくらいの時間間隔で再呼が行われるのかといった発生メカニ
ズムを解明することが必要であると考えられる．しかし，心理面を含め多くの要因が
関係する再呼行動は非常に複雑であり，再呼を含むシステムの解析は非常に困難であ
る．そこで，東日本大震災時のトラヒックを参考に，発生呼量を一定にして，通信要
求をしている端末の最大再呼回数を変化させた場合のトラヒック特性を計算機シミュ
レーションにより求めた．その結果，最大再呼回数が多い程，再呼数は増加するが，
通信損失率は減少することを示した．また，最大再呼回数が非常に多い状態では，少
ない端末が接続要求回数の限界まで要求を繰り返し，システムに負荷をかけている状
態となっていることを示した． 
このように，通信要求をしている端末が少なく再呼が多い状態で，システム容量を
増加させるなどして早期に通信要求を満たすと，再呼を減少させることが出来ると考
えられる．そのため，衛星ビームのトラヒック量に応じて可変にシステム容量を増加
させることが可能な，マルチビーム衛星通信システムにおいて被災地をカバーするビ
ームへ，通信需要の増加に従いダイナミックにチャネルを割当てた場合に，端末が再
呼する最大再呼回数が多い状態でどのようなトラヒック特性を示すのか計算機シミュ
レーションにより求めた．その結果，最大再呼回数が多い程，少ないチャネル数の増
加で接続損失率や通信損失率を低くすることが出来ることを示した．同様に，システ
ムの負荷となる接続要求数も最大再呼回数が多い程，少ないチャネルの増加で少なく
することが出来ることを示した． 
また，従来，再呼を考慮したトラヒック特性の理論解析では，再呼の間隔等が注目
され，再呼確率については，以前に何回再呼を行ったのか，どのくらい待たされたの
かといった過去の状態が影響を与えないマルコフ過程モデルが用いられていた．しか
し，再呼確率は再呼事象の大きな要因であり，災害が大規模である程大きいと考えら
れ，過去の再呼回数にも影響されると考えられる．そこで，再呼確率に注目し，シミ
ュレーションにより端末の再呼確率がトラヒックに与える影響を求めた．その結果，
端末の再呼確率が，平均再呼回数や通信損失率，平均接続待ち時間に大きな影響を与
えることを示した． 
本研究では，マルチビーム衛星通信システムにおいて被災地をカバーするビームへ，
ダイナミックにチャネルを割当てた場合に，どのような特性になるのかを評価したが，
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実際にはその周辺のビームのチャネル数は減少してしまう．そのため，それらを考慮
した衛星システム全体での評価を行う必要があると考えられる．また，最大再呼回数
に着目しモデル化を行ったが，現実的には再呼をするかしないかは，接続要求を行う
毎にユーザが選択すべきであり，再呼確率に基づくシミュレーションで同様の評価を
行う必要があると考えられる．さらに，災害対策として総合的に本研究が活かせるよ
う，発生呼量に含まれる再呼とチャネル数のより詳細な検討を行うことが必要である
と考えられる．  
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